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新型コロナウイルス感染防止に関する要望書 

 

 新型コロナウイルス感染拡大阻止に向け、政府は外出自粛要請や外国人受け入れ

拒否などの対策を行っています。 

また、２月１日付けで新型コロナウイルス感染症が指定感染症として定められた

ことにより、厚生労働省は感染防止の取り組みの他、有給の特別休暇制度の導入や

労働者が休みやすい職場環境の整備など様々な協力要請をしています。 

 一方、労働安全衛生法や労働契約法第５条では、事業者の責務として「労災防止

の基準を守り、職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければなら

ない」とされており、今回の新型コロナウイルスについては、職場内の感染リスク

を最大限排除し、労働者が安全に労務を提供することが出来る環境を会社は整えな

ければならないと考えています。 

 自動車学校は、若者から高齢者まで多くの教習・受講者が毎日足を運ぶ施設であ

り、集団感染の発生リスクが高い職場の一つであります。そのことから感染を防ぐ

ため特段の取り組みが重要であり、私たち組合員も可能な限りの努力を行っていく

ことを確認しました。 

 貴社におかれましては、以上の理由から下記に掲げる事項について真摯に検討し

実現を図るよう要求します。 

 

記 

 

１、職員が、３７．５度以上の発熱を発症した時や感染の疑いがある時は、当該職

員に必要な日数分の自宅待機命令を行い経過観察すること。その場合は出勤扱い

として欠勤控除を行わないこと。 

 

２、職員が、新型コロナウイルスに感染した時又は濃厚接触者となった時は、当該

職員に１４日間の自宅待機命令を行うこと。その場合は出勤扱いとして欠勤控除

を行わないこと。 

 



３、職場内で感染者が発症し職場が一時的に休職した場合は、研修会の実施など感 

染リスクの低い業務に従事させるか自宅待機とすること。その場合は、全期間を 

出勤扱いとして扱い欠勤控除は行わないこと。 

 

４、マスクやアルコール消毒液、その他感染予防の為の備品を職員に支給すること。 

会社が入手困難なときに、職員がそれらを購入した場合はその費用を会社が負担 

すること。 

 

５、教習生に対して感染拡大防止の啓蒙を行うと同時に、教習指導員・検定員が教

習生の体調が悪いと判断した場合は技能・学科教習、検定を中止すること。 

 

以 上 

 


